
 

有限会社中路産業 事業継続力強化計画（抜粋） 

事業継続力強化の目標  

計画期間 ３年 

事業継続力強化に 

取り組む目的 

１．人命を最優先として、社員と社員の家族の安全と生活を守る 

２．地域社会の安全に貢献する 

３．部品の供給の継続、又は早期の再開により、お客様への影響を極力少なく

する 

事業活動に影響を与える 

自然災害等の想定 

土砂災害 ― 土石流警戒区域 

浸水   ― 高さ１ｍ以上を想定 

自然災害等の発生が 

事業活動に与える影響 

自然災害（浸水・土砂流入）により想定される被害について 

 

（人員に関する影響） 
営業時間中に被災した場合、土砂の流入により、けが人が発生する可能性があ
る。また、車も流されることで、帰宅困難者となる可能性がある。 
また、夜に発生した場合も生活環境によれば、従業員の住居が被害にあった 
り、道路が寸断されることで出勤できなくなる可能性がある。 
 

（建物・設備に関する影響） 
建物の中に土砂や水が流入し、機械が破損する。また、建物内に土砂が流入す 
ることで、土砂等のかたづけに時間を要する。インフラについては電力・水 
道・ガス・インターネットの供給停止が予想され、事業再開に時間を要する。 
 

（資金繰りに関する影響） 
設備の稼働停止や営業停止によって営業収入が得られないことで、運転資金が
ひっ迫する恐れがある。また建物、設備に被害が生ずる場合にあってはこれら
の復旧費用が必要なる。 
これらの被害が事業活動に与える影響として、円滑な資金調達ができなけれ
ば、運転資金が枯渇することや復旧費用を捻出できないことが想定される。 
 

（情報に関する影響） 
インターネットの接続に時間がかかることで、顧客との迅速なメールのやり取
りができなくなる可能性がある。 
 

（その他の影響） 
道路の寸断等により取引先を含めて従業員が出社できなくなるため、受注自体 
が減少する可能性がある。 
また、当社は災害があった地域であるため、再度被災が起これば、取引先がな 
くなる可能性も危惧する。 



事業継続力強化の内容 

項目 初動対応の内容 
発災後の 

対応時期 
事前対策の内容 

１ 人命の安全確保 

従業員の避難 発災直後 

●常日頃よりニュース、天気予報等 

の情報を毎日確認して、無理な出

勤をさせないため早めの帰宅を促

す 

従業員の安否確認  発災直後 
●従業員の連絡先リストを作成 

電話番号、メール、SNS等 

顧客への対応方法 発災直後 

 ●顧客の避難場所を設定 

●接客している社員が顧客を避難場

所へ誘導する 

２ 
非常時の緊急時体制 

の構築 

代表取締役が統括責任者と

なり、社長が不在の場合は、

代理で取締役が指揮命令を

行う 

発災直後 

 ●被害を想定し、業務の役割分担を 

定める 

●従業員の安全を第一とし、業務の

優先順位を想定 

３ 
被害状況の把握 

被害情報の共有 

被災状況、生産・出荷活動

への影響の有無の確認、商

工会や取引先への連絡 

 発災直後 

  ●機械設備の被害状況の確認と整

理、機械の復旧のめどを確認 

●取引先へ連絡し共有を図る 

 

 

 

 

 

 



事業継続力強化に資する対策及び取組  

 

A 
自然災害等が発生した場合に 

おける人員体制の整備 

<現在の取組> 

●従業員の多能工化を進める 

●緊急連絡網の作成 

 従業員が変わる度に更新 

B 
事業継続力強化に資する設備、 

機器及び装置の導入 

<現在の取組> 

●水害対策のために、新しい工場を川より離れた場所に建設 

川側の古い工場には機械設備は設置していない 

＜今後の取組＞ 

●川の護岸工事（土手壁２ｍ）を計画 

C 
事業活動を継続するための 

資金の調達手段の確保 

<現在の取組> 

●現在、建物や 1千万円以上の機械には火災保険に加入して

いる 

＜今後の計画＞ 

●今後購入するすべての機械において、水害も含めた火災保険

に加入する 

D 
事業活動を継続するための重要情報

の保護 

<現在の取組> 

●重要データが破損した時のために、メモリースティックにデ

ータを毎月更新 
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